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2 06-02 農政部
道営土地改良事業費
（水利施設等保全高度化事業
（特別型：畑地帯担い手育成型））

訓子府北西
くんねっぷほくせい

1 06-01 農政部
道営土地改良事業費
（農地整備事業（経営体育成型）） 沼西

しょうせい

訓子府町

○受益面積　418ha
○受益戸数　61戸
・用水路　　　L=653ｍ
・区画整理　　A=145ha
・暗渠排水　　A=243ha
・客土　　　　A= 74ha
・農用地造成　A=  2ha

996
効果は発現し
ている

意見等なし

○受益面積　A=952ha
○受益戸数　N=95戸
・農業用用排水施設　L=12,016m
・区画整理　A=427ha
・暗渠排水　A=92

4,514
効果は発現し
ている

意見等なし
沼田町
北竜町

4 07-02 水産林務部
漁港海岸保全事業
（侵食対策事業） 標津

し べ つ

3 07-01 水産林務部 水産基盤整備事業 常呂
と こ ろ

標津町
人工リーフ　L=480m
  (120*4基)

2,022
効果は発現し
ている

意見等なし

・第２北防波堤      L=    155ｍ
・第２北護岸　　    L=    149ｍ
・東護岸　　　　    L=    262ｍ
・第１内突堤（補修）L=     30ｍ
・中護岸（改良）　　L=     44ｍ
・内防波堤（改良）　L=     50ｍ
・-3.5m泊地         A= 22,500㎡
・-3.5m岸壁 　　　  L=    340ｍ
・-3.5m岸壁（改良） L=     14ｍ
・-4.0m岸壁（改良） L=    242ｍ
・-3.0m岸壁　       L=     30ｍ
・道路　　　　　 　 L=  1,350ｍ
・用地 　　 　　    A= 37,880㎡
・用地（改良）　　　A= 13,260㎡
・排水処理施設 　  　 　   １式
・取水施設 　　　  　 　   １式
・荷さばき所　　　　　　　 １式

8,384
効果は発現し
ている

意見等なし北見市

6 08-01 建設部
広域河川改修事業費
（社会資本整備総合交付金） シブノツナイ川

がわ

5 07-03 水産林務部
林道整備事業費
（農山漁村交付金事業） シコロの沢

さわ

紋別市
湧別町

築堤工　L=2,450ｍ
掘削工　L=4,000ｍ

4,248
効果は発現し
ている

意見等なし

林道開設工事　L=12,014m 1,763
効果は発現し
ている

意見等なし岩見沢市

8 08-03 建設部
急傾斜地崩壊対策事業費
（社会資本整備総合交付金） 室蘭西小路２

む ろ ら ん に こ う じ に

7 08-02 建設部
砂防総合流域防災事業費
（社会資本整備総合交付金） 四線川

よんせんかわ

室蘭市 土留柵工　L=915ｍ 716
効果は発現し
ている

意見等なし

砂防堰堤工 N=2基 1,157
効果は発現し
ている

意見等なし富良野市

道路工L=533ｍ
橋梁工L=337ｍ

10,688
効果は発現し
ている

意見等なし9 08-04 建設部
都市計画街路事業費
(社会資本整備総合交付金） 3・3・8 金星橋通

さんさんはちきんせいはしどおり
旭川市
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【試行に対する専門委員会からの意見等】

〈事業経過等の整理〉
　・ 評価結果を同種事業の今後の実施に活用する観点から、事業実施中に見直しや修正を行いコスト縮減等に繋がった例や、地域調整が不十分
　 だったことにより事業期間の延長に繋がった例など、今後の事業の参考となる事例や課題を明らかにするとともに、事前評価時等に算出した
　 費用対効果に影響を及ぼす外的要因等の把握に努めること。
　・ 防災・減災対策に関する事業においては、市町村と連携し、施設整備による安全・安心の確保の結果として、地域住民の避難行動の低下に
　 繋がらないよう配慮すること。

〈事業効果等の明確化〉
　・ 効果の発現を明確に説明する観点から、利用者等への意見聴取などを通じて把握した定量的数値及び整備前・整備後の状況変化が分かる写真
　 による事業効果の説明に努めること。
　・ 自然環境等の影響については、配慮した取組内容とともに、整備に伴う影響の把握に努めること。


